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衆議院予算委員会（分科会）ニュース 

H30.2.26 第 196 回国会第２号 

 

2 月 26 日（月）、第２回の分科会が開かれました。 

 

 平成 30 年度一般会計予算 

  平成 30 年度特別会計予算 

  平成 30 年度政府関係機関予算 

 

【第１分科会】 

（皇室費、国会、裁判所、会計検査院、内閣、内閣府、復興庁及び防衛省所管並びに他の分科会の所管以外の事項） 

・小野寺防衛大臣、松山国務大臣、茂木国務大臣、村井内閣府大臣政務官及び政府参考人並びに参考人に対し質疑を行

いました。 

（参考人）日本銀行総裁     黒田東彦君 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

内閣府所管 

武村展英君（自民） 

・顧客が利用する金融機関を適切に判断できるよう、「顧

客本位の業務運営に関する原則」の採択を通じた金融事

業者の取組みの「見える化」を銀行・保険・証券の業態

ごとにどのように進めていくのか金融庁の方針を伺い

たい。 

・仮想通貨価格のファンダメンタルズ（基礎的条件）とは、

資産形成の対象として捉えることは適切なのか。また、

仮想通貨の業界の自主規制を含めた今後の規制の方向

性について金融庁の考えを伺いたい。 

・金融リテラシーの中でも特に「時間分散」の理解を進め

ることの重要性について、金融庁の考えを伺いたい。 

 

防衛省所管 

高村正大君（自民） 

・佐賀県での自衛隊ヘリ墜落事故について、事故機に取り

付けられていたメイン・ローター・ヘッドは、別の機体

で使用されていた部品であり、再使用することに問題は

なかったのか、防衛省の見解を伺いたい。 

・事故機のＡＨ－６４Ｄは、予定していた機体を配備する

ことができず、整備に必要な情報を蓄積することができ

なかったことも原因として考えられているため、事故の

再発防止策として、防衛装備品の安定的な調達等が必要

であると考えるが、小野寺防衛大臣の決意を伺いたい。 

・自衛隊基地周辺での音楽隊による演奏や装備品の展示会

の際には、地域住民の要望に応えていくことが重要であ

ると考えるが、防衛省の認識を伺いたい。 

 

本村伸子君（共産） 

・平成 29 年６月 20 日にＦ－３５が飛行試験中に緊急着陸

したが、その原因及び今後の再発防止策について、小野

寺防衛大臣に伺いたい。 

・米国防務省によると、Ｆ－３５には 276 項目の欠陥があ

ると指摘されているが、その欠陥について一つ一つ安全

性を確認したのか、小野寺防衛大臣に伺いたい。 

・戦闘機に米軍の標識があるか否かに関わらず、同飛行試

験中の事故調査について、米国より先に、警察や消防等

が調査を行う、または証拠を回収することは可能か、小

野寺防衛大臣に伺いたい。 

 

内閣府所管 

階猛君（希望） 

・日本銀行は、２％の物価安定目標を 2019 年までに先送

りしたことを反省する必要があると考えるが、黒田日本

銀行総裁の見解を伺いたい。 

・２％の物価安定目標は、日本銀行の判断により変更する

ことは可能なのか。また、同目標の達成時期を先送りせ

ず目標自体を見直すべきと考えるが、黒田日本銀行総裁

の見解を伺いたい。 

・現在の金融政策を続けることで財政破綻のリスクが高ま

ると考えるが、茂木国務大臣の見解を伺いたい。 
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田畑毅君（自民） 

・2017 年 10－12 月期のＧＤＰ一次速報に対する評価及び

要因分析並びに今後の安定的・持続的成長に向けた取組

について、茂木国務大臣の見解を伺いたい。 

・プレミアムフライデーのこれまでの評価と今後の課題に

ついて、経済産業省の見解を伺いたい。 

・外国労働者の受入に対する基本姿勢及び今後の方針につ

いて、法務省の見解を伺いたい。 

 

 

石川香織君（立憲） 

・待機児童対策として、女性就業率 80％を想定して約 32

万人分の保育園を整備する予定となっているが、待機児

童対策として十分なものとなっているのか厚生労働省

の見解を伺いたい。 

・幼児教育の無償化より待機児童の解消を優先すべきと考

えるが、政府の見解を伺いたい。 

・保育士等の処遇改善について、対象となる保育士の範囲

を見直す必要があると考えるが、松山国務大臣の見解を

伺いたい。
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【第２分科会】 

 

 

 

 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

総務省所管 

緑川貴士君（希望） 

・地方創生に向けた様々な取組にも関わらず、地方から東

京圏への転入人口が増加している現状について、長坂内

閣府大臣政務官の見解を伺いたい。 

・2020年東京五輪に向けた再開発に伴い関連産業に従事す

る多くの人材が転入すること等により、東京圏の転入人

口がさらに増加すると考えるが、長坂内閣府大臣政務官

の見解を伺いたい。 

・まち・ひと・しごと創生総合戦略の中に掲げる基本目標

を達成できなかった場合に、どのように責任を取るのか、

長坂内閣府大臣政務官の見解を伺いたい。 

 

原口一博君（無会） 

・教育のＩＣＴ化において、ブロックチェーンを積極的に

活用すべきと考えるが、野田総務大臣の見解を伺いたい。 

・医療のＩＣＴ化によって遠隔診療を普及させることにつ

いて、野田総務大臣の決意を伺いたい。 

・ＩＣＴの発展に中核的な役割を果たしている国立研究開

発法人情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）の開発予算を拡充

する必要があると考えるが、野田総務大臣の見解を伺い

たい、 

 

岡島一正君（立憲） 

・地方交付税の算定において、国からは捕捉され難い自主

財源確保に向けた地方自治体の努力をどのように算定

しているのか、総務省に確認したい。 

・来年10月に消費税率が引き上げられる一方、法人住民税

法人税割の税率が引き下げられることにより、全体では

税収減となる地方自治体も少なくないと考えるが、総務

省の見解を伺いたい。 

・ホームページ上で会議録を公開していない地方自治体に

対し、会議録作成システムの構築に向けた財政支援を行

う必要があると考えるが、総務省の見解を伺いたい。 

 

近藤和也君（希望） 

・産業廃棄物処理施設等の設置に際して、意見聴取等を実

施すべき「地元住民」の範囲を国が定義すべきと考える

が、環境省の見解を伺いたい。 

・公職選挙法の規定に照らして、過去に投票が無効とされ

た事例及びその理由について、総務省に確認したい。 

・公職に就く者が投票に行かないように呼びかけたことで

住民投票の成立要件が満たされなかった事例を踏まえ、

住民投票の在り方、地方の意思表明の在り方について、

野田総務大臣の見解を伺いたい。 

 

大西健介君（希望） 

・棚卸段階にある軽自動車に軽自動車税を課税することは

法の趣旨に反すると考えるが、野田総務大臣の見解を伺

いたい。 

・発展途上国における消防体制の整備に対して、日本の中

古消防車の提供や消防団の仕組みについての情報提供

等、ハード・ソフト両面から支援を行う必要があると考

えるが、野田総務大臣の見解を伺いたい。 

・ＳＮＳにおけるフェイクニュースの規制の在り方につい

て、野田総務大臣の見解を伺いたい。 

 

浜地雅一君（公明） 

・郵便ネットワークを維持していくことについて、特に簡

易郵便局が抱える問題点を踏まえた野田総務大臣の見

解を伺いたい。 

・ゆうちょ銀行のＡＴＭの利用明細書に、視覚障害者のた

めの音声コードを導入すべきと考えるが、田中日本郵政

株式会社常務執行役の見解を伺いたい。 

・基地交付金に関して、米軍が使用する施設は全て対象資

産となる一方、自衛隊が使用する施設の一部は対象資産

とならない理由について、総務省に伺いたい。

 

（総務省所管） 

・野田総務大臣、高木厚生労働副大臣、長坂内閣府大臣政務官及び政府参考人並びに参考人に対し質疑を行いました。 

（参考人） 日本郵政株式会社常務執行役   立林理君 

日本郵政株式会社常務執行役   田中進君 
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【第３分科会】 

（法務省、外務省及び財務省所管） 

・麻生財務大臣、うえの財務副大臣、政府参考人及び会計検査院当局並びに参考人に対し質疑を行いました。 

（参考人）国立研究開発法人科学技術振興機構理事  真先正人君 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

財務省所管 

浜村進君（公明） 

・登録された仮想通貨交換業者が受ける規制と、平成 28

年の資金決済法改正により認められたみなし仮想通貨

交換業者が受ける規制の違いについて伺いたい。 

・現存する２つの仮想通貨の業界団体が１つになり資金決

済法上の認定資金決済事業者協会となった場合、どのよ

うな法的効果があるのか伺いたい。 

・仮想通貨による利益は雑所得として扱われ、最高税率が

適用された場合、所得税と住民税を合わせて 55％が課

される現状について、財務省の認識を伺いたい。 

 

森山浩行君（立憲） 

・平成28年に成立した教育機会確保法において不登校児童

生徒に対する教育の機会の確保等が求められているが、

現在の政府の取組について伺いたい。 

・学校法人森友学園に対する国有地売却事案に関する法律

相談文書について、これまでの保管状況及び担当部署が

保管場所を把握していなかった理由を伺いたい。 

・法律相談文書等の会計検査院による検査を受けていない

文書について再検査を行ったうえで改めて報告書の作

成が必要だと考えるが、会計検査院の見解を伺いたい。 

 

柚木道義君（希望） 

・佐川国税庁長官が長期間ホテルに宿泊しているとの報道

について、宿泊料の公費負担の有無を伺いたい。また官

房機密費からの支出の有無について伺いたい。 

・佐川国税庁長官の給与額、待遇及び退職金額等の妥当性

について麻生財務大臣の見解を伺いたい。 

・麻生財務大臣の記者会見時間及び記者からの質問回数が

減少している。特に会見室での記者会見を増やし説明責

任を果たすべきと考えるが、麻生財務大臣の考えを伺い

たい。 

 

早稲田夕季君（立憲） 

・学校法人森友学園に対する国有地売却事案に関して、立

憲民主党の有志議員の立入を近畿財務局が拒否した事

実は、財務省の隠蔽体質を表していると考えるが、財務

省の見解を伺いたい。 

・同事案に関して、大阪航空局が算定した２万トン弱のご

みの行方について伺いたい。 

・森友学園との売買契約解除後、国に返還された土地の現

在の評価額について伺いたい。 

 

川内博史君（立憲） 

・科学技術振興機構（ＪＳＴ）が行う産学共同実用化開発

事業における株式会社ExaScalerへの融資金額及び融資

実行日について伺いたい。 

・学校法人森友学園に対する国有地売却事案以外で、近畿

財務局に対して国有地売却に関する法律相談記録の提

出を求めたことがあるか、会計検査院に伺いたい。 

・同事案に関する行政文書開示決定通知書（平成29年５月

２日付）において「面談・交渉記録」が開示文書として

記載されている事実について財務省の見解を伺いたい。 

 

階猛君（希望） 

・学校法人森友学園との売買契約解除後、所有権が国に返

還された土地が処分できない状況となっている法的理

由について伺いたい。 

・売却予定の国有地の賃貸期間の上限を３年とするルール

が定められた理由及び本事案のように賃貸期間中に堅

固な建物の建築を認めた事例の有無について伺いたい。 

・財務省における国有財産の管理処分に関する課題につい

ての麻生財務大臣の認識を伺いたい。 
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【第４分科会】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

文部科学省所管 

後藤祐一君（希望） 

・2020年東京五輪において追加種目として実施される野

球・ソフトボールが、永久に正式種目となるよう国際オ

リンピック委員会に働きかける必要があると考えるが、

林文部科学大臣の見解を伺いたい。 

・開発事業者の負担となっている埋蔵文化財の発掘調査や

記録の保存などの経費について、公共事業の場合には事

業者の負担を減らすべきと考えるが、林文部科学大臣の

見解を伺いたい。 

・平成30年度予算案等に計上されているＳＮＳを活用した

相談体制の構築について、いじめを含め、様々な悩みを

抱えるすべての児童生徒が利用できるように事業を拡充

すべきと考えるが、文部科学省の見解を伺いたい。 

 

杉田水脈君（自民） 

・科学研究費助成事業で行われた研究事例の中には、韓国

の市民団体と共同して実施された日本人研究者による徴

用工問題に関するものがあるが、そのような事例への対

応方針について、林文部科学大臣に伺いたい。 

・高等学校の学習指導要領改訂案において「尖閣諸島は我

が国の固有の領土であり、領土問題は存在しないことも

扱うこと」とされている点に関し、政府見解ではなく、

歴史的事実であるという点が、正しく報道されるべきで

あると考えるが、文部科学省の見解を伺いたい。 

・新しい小学校・中学校の学習指導要領において、初めて

竹島が「日本固有の領土」と明記されたが、他国と比べ

て遅れている領土に関する教育の充実を図るための今後

の取組について、林文部科学大臣に伺いたい。 

 

杉本和巳君（維新） 

・道徳教育が教科化されるが、「考える道徳」や「議論する

道徳」を具体的にどのように行っていくのか、授業の進

め方について伺いたい。 

・2020年から大学入試共通テストでの英語の４技能評価に

当たり、導入するとしている民間のテストの具体的な活

用方法について、林文部科学大臣に伺いたい。 

・新しい小学校・中学校の学習指導要領においては、中学

校の地理の授業時間が５時間削減されると聞くが、世界

に羽ばたく子供たちを育む点から、マイナス・ファクタ

ーとなることはないか林文部科学大臣の見解を伺いたい。 

 

工藤彰三君（自民） 

・名古屋市においてタワーマンションの建設等により小学

生の人口の増減が著しいところがあるが、増改築やプレ

ハブによる仮校舎建設など小中学校の人口増減への文部

科学省の対応について伺いたい。 

・教育の一環として、シェフなどが学校に出張して味覚の

授業をする取組を各教育委員会等に指導していく必要が

あると考えるが文部科学省の見解を伺いたい。 

・2026年に名古屋で開催されるアジア競技大会に対しての

国の支援策について伺いたい。 

 

平野博文君（無会） 

・東京23区における大学の定員抑制について、「地域におけ

る大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修

学及び就業の促進に関する法律案」（２月６日閣議決定、

内閣提出第５号）の立法事実について伺いたい。 

・近年の東京23区における学生の増加について、有識者会

議最終報告では地方学生の東京圏への流入が要因である

としているが、地方出身者割合が３割に過ぎないことも

考え併せると、実際には平成14年の工場等制限法の廃止

に伴う大学の東京郊外から中心部への移転によるものが

要因であると考えるべきであると思うが、林文部科学大

臣の見解を伺いたい。 

・東京23区において大学の定員抑制をすることで地方の学

生数が増加することについてのエビデンスはあるのか、

また、大学の自主性を尊重する観点から定員抑制をする

べきではないと考えるが、林文部科学大臣の見解を伺い

たい。 

 

古本伸一郎君（希望） 

・中学校における部活動の指導者の確保策として、大学の

単位認定と絡めて、大学生を部活動の指導ボランティア

として活用することができると思うが、林文部科学大臣

の見解を伺いたい。 

・幼児教育無償化を財源の確保された制度として確立させ

るとともに、少子化対策の観点から、第１子対策への取

（文部科学省所管） 

・林文部科学大臣、木原財務副大臣、田中内閣府副大臣、岡本外務大臣政務官、横畠内閣法制局長官及び政府参考人

に対し質疑を行いました。 
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組としての不妊治療支援に力を入れるべきであると思う

が、政府の見解を伺いたい。 

・少子化対策の在り方とともに、幼児教育の所得制限なし

の完全無償化の是非について検討するため、文部科学委

員会に小委員会を設置する必要があると思うが、林文部

科学大臣の見解を伺いたい。 
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【第５分科会】 

 

 

 

 

 

 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

厚生労働省所管 

斎藤洋明君（自民） 

・Ｃ型肝炎救済法の給付金を受給する際に、カルテのない

患者は訴訟上の証明に困っていることも多いと把握し

ているが、資料捜索等、国の支援を充実させるべきでは

ないか。 

・歯科の診療報酬に関し、歯科の技術料の保険評価の引上

げと、歯科と医科との初再診料の格差是正について、厚

生労働大臣の見解を伺いたい。 

・都市部と地方の医師の偏在を解消するため、新専門医制

度の運用を改善する必要があるのではないか。 

 

山井和則君（希望） 

・平成25年度労働時間等総合実態調査結果における裁量労

働制の「平均的な者」の１日の労働時間を１時間以下と

する25件のデータについて、原票による業種等の確認を

要求したが、その結果を伺いたい。 

・国民の命を守るために、裁量労働制の対象業務の拡大は

働き方改革関連法案の内容としないこととすべきでは

ないか。 

・予算の委員会採決までには、25件のデータを含め調査結

果の正否を国民に説明すべきではないか。 

 

山田美樹君（自民） 

・診療報酬の評価に資するため、ＤＰＣデータやＮＣＤ（臨

床データベース）をはじめとするデータの構築や利活用

をどのように進めていくのか。 

・患者価値に基づく報酬体系について、「保健医療2035」

の提言内容や現状を踏まえた上で目指すべき理想像や、

今後のスケジュールをどのように考えているのか。 

・医療機関の機能分化・連携を推進するための地域医療連

携推進法人は、平成27年の制度創設以降、設立事例が４

件にとどまるが、今後どのように制度活用を促進してい

くのか。 

 

大西英男君（自民） 

・1994年のエンゼルプランの策定から今日まで様々な少子

化対策が実施されてきたにもかかわらず、状況は改善さ

れていないと思われるが、これまでの少子化対策の総括

及び今後の展望について伺いたい。 

・少子化対策に成功しているフランスを手本として、育児

休業給付の給付割合の引上げや、０から２歳児を自宅で

保育する家庭への現物支給の実施など、我が国の少子化

対策を抜本的に改革すべきではないか。 

 

宮本徹君（共産） 

・医師の確保が困難なハンセン病療養所の現状に鑑み、医

師の有報酬兼業を認めるべきではないか。 

・介護報酬の地域区分について、実態に見合うよう是正を

図るべきではないか。 

・学校法人日本社会事業大学の就業規則は無期転換ルール

の適用を回避しようとするものであり、この規定を撤廃

するよう指導すべきではないか。 

 

森夏枝君（維新） 

・認知症対策について、新オレンジプランの施策を進める

に当たり現場で混乱が生じないよう、情報の共有、関係

者間の連携の強化等が必要になるのではないか。 

・増加する刑務所内の認知症受刑者について、刑務所職員

の負担軽減策を含む今後の対応、併せて出所後の支援の

在り方に対する法務省の見解を伺いたい。 

・認知症と診断された方やその家族の精神的不安を解消す

るため、支援の現場でのカウンセラーの更なる活用が求

められるのではないか。 

 

 

（厚生労働省所管） 

・加藤厚生労働大臣、大沼厚生労働大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。 
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【第６分科会】 

 （農林水産省及び環境省所管） 

・齋藤農林水産大臣、中川環境大臣、礒崎農林水産副大臣、野中農林水産大臣政務官、上月農林水産大臣政務官及び政

府参考人に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

農林水産省所管 

金子恵美君（無会） 

・女性農業者の支援について農林水産省はどのように取

り組んでいくのか。 

・収入保険制度の実施に向けて、情報提供の状況や農業

共済団体の受付体制の現状を農林水産省は把握してい

るのか。 

・日本版畜産ＧＡＰの普及・推進体制はどのようになっ

ているのか。 

 

小寺裕雄君（自民） 

・米政策の見直しに向けこれまでどのような取組を行っ

てきたのか。また、平成 30 年産の主食用米の作付け見

込みはどの程度か。 

・米の需給及び価格の安定に向けて農林水産省はどのよ

うな取組を行っていくのか。 

・需要に応じた主食用米の生産に努めながら戦略作物の

生産に意欲的に取り組む小規模農業者に対して、産地

交付金を重点的に配分してはどうか。 

 

関健一郎君（希望） 

・花きの輸出促進に向け、持続的な販路を拡大していく

ことが必要ではないか。 

・2020 年東京五輪において日本の花きを積極的にアピー

ルしていくべきではないか。 

・国産農産物の価値に対する消費者の意識改革を行って

いく必要性について、齋藤農林水産大臣の見解を伺い

たい。 

 

福山守君（自民） 

・国内におけるＧＡＰ認証の取得経営体数及び日本発の

ＧＡＰ認証であるＡＳＩＡＧＡＰの国際規格化の見通

しはどのようになっているのか。 

・チェックオフ制度導入に向けた取組の現状及び農林水

産省の対応を伺いたい。 

・地球温暖化対策として農林水産省ではどのような取組

を行っているのか。 

 

国光あやの君（自民） 

・ニーズを踏まえた農業農村整備事業予算の確保に向け

た齋藤農林水産大臣の決意を伺いたい。 

・農業の成長産業化に向け、研究開発成果の実用化の促

進にどのように取り組んでいくのか。 

・原発事故に伴う各国の輸入規制の撤廃に向け、どのよ

うに取り組んでいくのか。 

 

環境省所管 

亀井亜紀子君（立憲） 

・原子力発電所の事故が発生した場合の最終的な責任の

所在について、中川原子力防災担当大臣に伺いたい。 

・食料自給率をカロリーベースで計算する意図について、

農林水産省に伺いたい。 

・郵便料金が改定され、米の運送料が値上がりするが、

農家の経営に深刻な影響を与えかねない。農林水産省

としての対策について、礒崎農林水産副大臣に伺いた

い。
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【第７分科会】 

（経済産業省所管） 

・世耕経済産業大臣、更田原子力規制委員会委員長及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

経済産業省所管 

高橋千鶴子君（共産） 

・在日米軍の戦闘機が小川原湖に投下した燃料タンクは

米軍が回収すべきであるのにも拘わらず、なぜ海上自

衛隊が実施したのか。また、回収の進捗状況はどうな

っているのか。 

・平成 29年 10月、日本原燃株式会社の六ヶ所再処理工

場について、原子力規制委員会による審査が中止とな

ったが、審査が中断した直接的な要因について原子力

規制委員会はどのように認識しているか。 

・本年初頭、関西電力の使用済み核燃料をむつ市の中間

貯蔵施設に保管する方針についての報道があったこと

に対する世耕経済産業大臣の見解を伺いたい。 

 

平野博文君（無会） 

・再生可能エネルギーは高コスト構造であり、コストを

低減させる必要があるが、対応する政策についてはど

のように考えているか。 

・固定価格買取制度による買取が終了する案件が出てく

る 2030 年以降、太陽光パネルの廃棄の問題が必ず出て

くるため、廃棄費用をどのように担保していくのか。 

・日本は電気を三相交流で送配電していることについて、

直流で送配電したほうが良いのではないかと考えるが、

見解を伺いたい。 

 

浅野哲君（希望） 

・コネクテッド・インダストリーズを実現する上でデー

タの利活用・共有が必要となる理由について伺いたい。 

・データ流通プラットフォームを構築する方針の有無及

びデータの不正流通に対する予防措置の検討状況につ

いて伺いたい。 

・工業団地や企業間連携の取組に対する行政支援をさら

に強化していくことが必要ではないか。 

 

 

石川昭政君（自民） 

・競争ルールをいかに形成していくかという視点が、我

が国の産業に求められるが、政府の取組について伺い

たい。 

・エネルギー基本計画の改定に向けた検討の取組状況に

ついて伺いたい。 

・緊縮財政によりプライマリーバランスを黒字化し、財

政再建を果たすべきという意見がある一方、財政出動

によりＧＤＰを拡大することで国民生活の向上を図る

べきとの意見もあることに対する世耕経済産業大臣の

見解を伺いたい。 

 

末松義規君（立憲） 

・観光資源のないベッドタウンのような地域でも実施で

きる、商店街の活性化支援施策について、世耕経済産

業大臣の見解を伺いたい。 

・ＡＩやビッグデータを活用した第４次産業革命につい

て、我が国企業と欧米企業の強みと弱みは何か、世耕

経済産業大臣の見解を伺いたい。 

・第４次産業革命の進展によって労働者にどのような影

響が生じるか、世耕経済産業大臣の見解を伺いたい。 

 

岡島一正君（立憲） 

・株式会社 PEZY Computing（ＰＥＺＹ社）の助成金詐欺

事件によって我が国のスーパーコンピュータ開発は遅

れを取ったのではないか、経済産業省の認識を伺いた

い。 

・ＰＥＺＹ社の事件を踏まえて関係省庁が連携して助成

金の不正受給対策を行う必要性について、経済産業省

の見解を伺いたい。 

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構（ＮＥＤＯ）のＰＥＺＹ社に対する助成金決定５件

のうち、詐欺事件として起訴されていない３件につい

ての経済産業省の調査状況を伺いたい。 



 

本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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【第８分科会】 

（国土交通省所管） 

・石井国土交通大臣、土井復興副大臣及び政府参考人並びに参考人に対し質疑を行いました。 

（参考人）独立行政法人都市再生機構理事       伊藤治君 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

国土交通省所管 

加藤鮎子君（自民） 

・山形県鶴岡市における凍上災が災害復旧事業の対象と

なるか、検討状況について伺いたい。 

・東北中央自動車道で唯一の未事業化区間となっている

金山町区間の事業化について、検討状況と今後の見通

しについて伺いたい。 

 

細田健一君（自民） 

・ 新潟県燕市の国道 116 号吉田バイパスについて、国、

県、市による三者協議のこれまでの経緯及び今後の見

通しについて伺いたい。 

・大河津分水路の改修事業について、できるだけ地元経

済の活性化につながるような措置をとっていただきた

いと考えているが、見解を伺いたい。 

・除雪を請け負っている地元建設業者への受注機会の配

慮等の方策について、石井国土交通大臣の見解を伺い

たい。 

 

福田昭夫君（無会） 

・利水、治水の両面からみて、栃木県鹿沼市の思川開発

事業における南摩ダム建設は不要だと考えるが石井国

土交通大臣の見解を伺いたい。 

・国からの補助金を含む宇都宮市のＬＲＴ計画において、

不正確な需要予測、不明確な責任の所在、減価償却費

の未計上が問題と考えるが、事業が無駄に終わった場

合の国土交通省の責任について伺いたい。 

・ＬＲＴ事業の開業予定時期、車両基地と鬼怒川橋梁工

事の先行実施及び同事業に伴う鬼怒川通りの車線数の

減少による交通渋滞の懸念に対する見解及び工事施行

認可の是非について伺いたい。 

 

広田一君（無会） 

・高速道路のミッシングリンクの解消は、災害時の地域

の安心安全に欠くことができないと考えるが、目的・

効果について、石井国土交通大臣の所見を伺いたい。 

・高速道路の実際のルートやインターチェンジの場所に

ついて、防災、流通、医療等の地元の事情についても

配慮して設置すべきと考えるが、所見を伺いたい。 

・高知港における南海トラフ地震に伴う津波防災対策に

ついて、沖合防波堤、湾口防波堤・防潮堤、海岸堤防

の三重防護等により被害が抑えられるとする整備効果

の根拠について伺いたい。 

 

白石洋一君（希望） 

・所有者不明土地対策への政府の取組は、公共的な目的

に限られているが、民間の利用を可能とする手続きの

必要性について、見解を伺いたい。 

・下水道事業は平成元年から急速に整備が進んできたが、

財政事情もあり遅れている地域がある。地方の今後の

下水道整備を政府としてどう進めていくのか。 

・建築資材のＣＬＴ(直交集成板)は、環境保全にメリッ

トがあり、扱いが容易で工期短縮にも有効だが、普及

していない。ＣＬＴの普及のための取組をどのように

考えているのか、見解を伺いたい。 

 

伊藤俊輔君（希望） 

・ＵＲ団地は、これからの新たなまちづくりの上でも、

引き続きその役割を果たしていくべきと考えるが、石

井国土交通大臣の所見を伺いたい。 

・ＵＲ団地のセーフティネット機能としての役割を考え

れば、都市再生機構法第25条第４項に規定される家賃

の減免措置の適用範囲を広げるべきと考えるが、国土

交通省の所見を伺いたい。 

・家賃を上げることなく古いＵＲ団地にエレベーターを

設置する必要があると考えるが、都市再生機構の見解

を伺いたい。

 


